
議案第１６５号 

 

川崎市会計年度任用職員の給与等に関する条例及び川崎市公営企業職員

の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

 

川崎市会計年度任用職員の給与等に関する条例及び川崎市公営企業職員の給

与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和５年１１月２７日提出           

川崎市長 福 田 紀 彦        

 

川崎市会計年度任用職員の給与等に関する条例及び川崎市公営企業職員

の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

 （川崎市会計年度任用職員の給与等に関する条例の一部改正） 

第１条 川崎市会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年川崎市条例

第１号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「期末手当」の次に「、勤勉手当」を加える。 

  第１４条の次に次の１条を加える。 

  （勤勉手当） 

第１４条の２ 給与条例第１５条の規定（同条第２項後段及び第４項を除く。）

は、６月１日及び１２月１日にそれぞれ在職する会計年度任用職員（規則

で定める者を除く。）について準用する。この場合において、給与条例第

１５条第２項に規定する勤務成績に応じ規則で定める割合は、会計年度任

用職員の勤務成績に相当する給与条例の適用を受ける職員（川崎市職員の



定年等に関する条例（昭和５９年川崎市条例第３８号）第１２条又は第１

３条第１項の規定により採用された職員を除く。）の勤務成績に応じ給与

条例第１５条第２項に規定する勤務成績に応じ規則で定める割合の範囲内

で、規則で定めるものとし、同条第３項中「給料の月額及びこれに対する

地域手当の月額の合計額」とあるのは、パートタイム会計年度任用職員（技

能業務職員に限る。）にあっては「規則で定める給料及び地域手当の額」

と、パートタイム会計年度任用職員（技能業務職員を除く。）にあっては

「規則で定める報酬の額」と読み替えるものとする。 

 （川崎市公営企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第２条 川崎市公営企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和３２年

川崎市条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

第１５条第２項中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改め、

同条第３項中「第１０条」の次に「、第１１条」を加え、「、第１４条の４

中「期末手当及び勤勉手当」とあるのは「期末手当」と」を削る。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（川崎市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

２ 川崎市職員の育児休業等に関する条例（平成４年川崎市条例第２号）の一

部を次のように改正する。 

  第７条第２項中「（地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度

任用職員を除く。）」を削る。 

 

 

 



定年等に関する条例（昭和５９年川崎市条例第３８号）第１２条又は第１

３条第１項の規定により採用された職員を除く。）の勤務成績に応じ給与

条例第１５条第２項に規定する勤務成績に応じ規則で定める割合の範囲内

で、規則で定めるものとし、同条第３項中「給料の月額及びこれに対する

地域手当の月額の合計額」とあるのは、パートタイム会計年度任用職員（技

能業務職員に限る。）にあっては「規則で定める給料及び地域手当の額」

と、パートタイム会計年度任用職員（技能業務職員を除く。）にあっては

「規則で定める報酬の額」と読み替えるものとする。 

 （川崎市公営企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第２条 川崎市公営企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和３２年

川崎市条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

第１５条第２項中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改め、

同条第３項中「第１０条」の次に「、第１１条」を加え、「、第１４条の４

中「期末手当及び勤勉手当」とあるのは「期末手当」と」を削る。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（川崎市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

２ 川崎市職員の育児休業等に関する条例（平成４年川崎市条例第２号）の一

部を次のように改正する。 

  第７条第２項中「（地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度

任用職員を除く。）」を削る。 

 

 

 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

会計年度任用職員に勤勉手当を支給するため、この条例を制定するものであ

る。 

 




